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○越谷市審議会等の設置及び運用に関する要綱 

平成１２年５月３１日告示第１０９号 
改正 平成15年4月18日告示第115号 平成17年5月31日告示第143号 

平成18年3月31日告示第98号 平成18年5月30日告示第176号 

平成19年3月30日告示第122号 平成21年6月26日告示第191号 

平成22年3月29日告示第101号 平成23年3月31日告示第120号 

平成24年3月29日告示第117号 平成28年3月30日告示第129号 

平成31年3月11日告示第67号  

（目的等） 

第１条 この要綱は、審議会等の適正な設置及び円滑な運用を図るために必

要な事項を定めることにより、審議会等の運営の透明性及び公正性を確保

するとともに、市政に対する市民参加の促進を図り、もって開かれた市政

の推進に資することを目的とする。 

２ 審議会等の設置及び運用に関し、この要綱に規定する事項について、別

に定めがある場合は、その定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において「審議会等」とは、市長が設置する地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の規定に基づく附属機関及

び有識者等の意見を聴取し、市政に反映させることを目的とした規則、要

綱その他の規程に基づく審議会、委員会、協議会等で、別表に掲げるもの

以外のものをいう。 

（設置時の留意事項） 

第３条 審議会等の設置に当たっては、次に掲げる事項に留意するものとす

る。 

（１） 審議会等の適正な運用を図るため、原則としてその設置根拠とな

る条例、規則、要綱その他の規程において、審議会等の設置目的、所掌

事務並びに委員又は構成員（以下「委員」という。）の人数、選任区分及

び任期を明らかにするものとする。 

（２） 委員の人数は、必要最小限とする。ただし、法律又はこれに基づ

く命令（以下「法令」という。）に定めがある場合は、この限りでない。 

（委員の選任） 
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第４条 委員の選任は、審議会等の設置目的に応じ、次に掲げる事項につい

て十分配慮し、行うものとする。 

（１） 審議会等の機能が十分発揮されるよう、審議会等のそれぞれの設

置目的に応じて幅広く市民各界各層から選任する。 

（２） 団体に対して委員の推薦を依頼する場合は、委員の重複を避ける

ため、団体と十分協議を行うとともに、推薦される者が団体の長に固定

しないよう配慮する。 

（３） 公募により委員を選任することが適当であると認められる審議会

等については、積極的に公募制を導入する。この場合において、公募に

より選任する委員の人数は、当該審議会等の委員定数のおおむね２０パ

ーセント以上とする。 

（４） 審議会等の委員への女性の登用推進要綱（平成１０年１２月１日

決裁）の趣旨を踏まえ、積極的に女性委員の登用を図る。 

（５） 複数の審議会等（市長以外の市の執行機関が設置する審議会等を

含む。次条第１項第３号において同じ。）において同一人を重複して委

員に選任する場合は、法令に定めがある等の特別の理由がある場合を除

き、３機関までとする。 

（６） 委員の在任期間は、法令に定めがある等の特別の理由がある場合

を除き、一の審議会等について連続３期以内とする。 

（公募委員の応募資格等） 

第５条 公募により選任する委員に応募することができる者は、次に掲げる

要件のいずれにも該当する者とする。 

（１） 満１８歳以上の者であること。 

（２） 市内において、住み、働き、学び、又は活動している者であるこ

と。 

（３） 他の審議会等の公募による委員でない者であること。 

（４） 市の職員でない者であること。 

２ 公募により選任された委員が、前項第２号又は第４号に定める要件に該

当しなくなった場合は、その職を失うものとする。 
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（公募の方法等） 

第６条 委員の公募に当たっては、次に掲げる事項について広報紙、インタ

ーネットホームページその他の広報媒体を利用する等、より広く周知する

ものとする。 

（１） 審議会等の名称、設置目的及び所掌事務 

（２） 応募資格 

（３） 公募人数 

（４） 選任時期及び任期 

（５） 申し込み方法及び申し込み期限 

（６） 問い合わせ先 

（７） その他必要な事項 

（意見の聴取） 

第７条 審議会等は、審議、調査等に必要があると認めるときは、広く市民

の意見聴取に努めるものとする。 

（会議の公開） 

第８条 審議会等の会議は、原則公開とする。ただし、次の各号のいずれか

に該当する場合は、公開しないことができる。 

（１） 会議において、越谷市情報公開条例（平成１１年条例第１０号）

第７条各号に掲げる情報に関し審議する場合 

（２） 会議を公開することにより、公正かつ円滑な議事運営に著しい支

障が生ずると認められる場合 

２ 審議会等の会議の公開又は非公開の決定は、審議会等の代表者が当該審

議会等に諮って行うものとする。 

３ 審議会等の代表者は、会議を公開しないことと決定した場合は、その理

由を明らかにしなければならない。 

４ 審議会等を所管する課の長（以下「所管課長」という。）は、当該審議

会等の会議の公開又は非公開が決定されたときは、会議の公開・非公開に

関する決定報告書（第１号様式）を作成し、速やかに総務部総務課長及び

行財政部行政管理課長に提出するものとする。 
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（公開の方法） 

第９条 審議会等の会議の公開は、傍聴者の定員をあらかじめ定め、会場に

一定の傍聴席を設けて希望する者に傍聴を認めることにより行うものとす

る。 

２ 審議会等は、会議を公開するに当たっては、当該会議を公正かつ円滑に

行えるよう傍聴に係る遵守事項を定め、会議開催中における会場の秩序維

持に努めるものとする。 

３ 審議会等は、会議を公開するに当たっては、当該会議に付する会議資料

を傍聴者の閲覧に供するものとする。ただし、会議資料のうち越谷市情報

公開条例第７条各号に掲げる情報が記載されている会議資料については、

この限りでない。 

（会議開催の公表） 

第１０条 審議会等は、公開することと決定した会議を開催しようとすると

きは、開催日前７日までに会議開催について庁舎内へ掲示すること及びイ

ンターネットホームページへ掲載することにより公表するものとする。た

だし、緊急に会議を開催する必要があるときは、この限りでない。 

２ 前項の規定による庁舎内への掲示は、総務部総務課において行うものと

する。この場合において、所管課長は、当該掲示用に、会議開催のお知ら

せ（第２号様式）を作成し、総務部総務課長に提出するものとする。 

３ 審議会等は、第１項の規定による公表のほか、広報紙その他の広報媒体

を活用すること等により、会議開催について公表するよう努めるものとす

る。 

（会議録の作成） 

第１１条 審議会等の会議の経過及び結果の正確性を確保するため、審議会

等の事務局において会議録を作成するものとする。 

（会議開催結果の公表） 

第１２条 審議会等は、公開した会議については、会議の概要を市民の閲覧

に供すること及びインターネットホームページへ掲載することにより、会

議の開催結果を公表するものとする。 
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２ 審議会等は、前項の規定による公表に当たっては、会議の概要に会議録

及び会議資料を添付するよう努めるものとする。 

３ 第１項の閲覧は、総務部総務課において行うものとする。この場合にお

いて、所管課長は、当該閲覧用に、会議の開催結果（第３号様式）を作成

し、総務部総務課長に提出するものとする。 

４ 審議会等は、第１項の規定による公表のほか、広報紙その他の広報媒体

を活用すること等により、会議の開催結果について公表するよう努めるも

のとする。 

（委員情報の登録） 

第１３条 所管課長は、委員を選任したときは、速やかに公職者システムに

必要情報を登録するものとする。 

（その他） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか審議会等の設置及び運用に関し必要

な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成１２年６月１日から施行する。 

附 則（平成１５年告示第１１５号） 

この告示は、公布の日から施行し、改正後の越谷市審議会等の設置及び運

用に関する要綱の規定は、平成１５年４月１日から適用する。 

附 則（平成１７年告示第１４３号） 

この告示は、公布の日から施行する。ただし、別表に男女共同参画苦情処

理委員の項を加える改正規定は、平成１７年７月１日から施行する。 

附 則（平成１８年告示第９８号） 

この告示は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則（平成１８年告示第１７６号） 

この告示は、公布の日から施行し、改正後の第５条第２項の規定は、この

告示の施行の日以後に公募により選任される委員について適用する。 

附 則（平成１９年告示第１２２号） 

この告示は、平成１９年４月１日から施行する。 
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附 則（平成２１年告示第１９１号） 

この告示は、平成２１年８月１日から施行する。 

附 則（平成２２年告示第１０１号） 

この告示は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年告示第１２０号） 

この告示は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年告示第１１７号） 

この告示は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年告示第１２９号） 

この告示は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成３１年告示第６７号） 

（施行期日） 

１ この告示は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際、現に改正前のそれぞれの要綱の様式の規定により

作成されている用紙は、改正後のそれぞれの要綱の様式の規定にかかわら

ず、当分の間、使用することができる。 
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別表（第２条関係） 

対象外となる審議会等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

審議会等名称 

広報・広聴専門委員 

福祉保健オンブズパーソン 

男女共同参画苦情処理委員 
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